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○  この「世田谷区中期財政見通し」は、「基本構想」及び「基本計画」の策

定を進めるにあたり、将来ビジョン実現の基礎となる財政運営や行財政改

革などの検討に資するため、平成 24 年 1 月に策定し、同年 8 月には 25 年

度予算フレームの反映など時点修正を行いました。 

○  今回、25 年度予算案を反映させるとともに、期間を 25 年度から 29 年

度までの 5 か年に更新し、26 年度以降の特別区税や特別区交付金等の税収

見込みや、保育サービス待機児対策、都市基盤整備など事業進捗に伴う時

点修正、さらに、梅ヶ丘病院跡地整備にかかる財政需要を見込み、改めて

当面の財政収支を推計しました。 

○  なお、今後予定される消費税税率引き上げによる影響等については、引

き上げ実施が経済状況の好転を条件としていることや社会保障改革等の詳

細が不明なことから、中期見通しには反映していません。 

○  26 年度以降については、梅ヶ丘病院跡地整備等にかかる財政需要の増加

が見込まれるため、なお一層の行政経営改革の取組みと内部的経費の削減

を継続することにより、財政収支を均衡させました。 

○  今後、基本計画等の中で検討される各施策の方向性を踏まえ、諸条件を

修正するとともに、国における経済見通し、税と社会保障の一体改革等の

影響を踏まえ、基本計画等の策定とあわせて、改めて中期の「財政計画」

を策定します。 

 
 

平 成 ２ ５ 年 １ 月 

世 田 谷 区

世田谷区中期財政見通し 

（平成 25 年度～29 年度） 

《 平成 25 年度当初予算案の反映による時点修正 》 



世田谷区中期財政見通し （平成25年度～29年度）　　※平成25年1月策定
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（単位：百万円）

予算額 増減額 増減率 予算額 増減額 増減率 予算額 増減額 増減率 予算額 増減額 増減率 予算額 増減額 増減率

特別区税 108,692 3,034 2.9% 110,510 1,818 1.7% 110,510 0 0.0% 110,510 0 0.0% 110,510 0 0.0%

特別区交付金 42,200 500 1.2% 42,200 0 0.0% 42,200 0 0.0% 42,200 0 0.0% 42,200 0 0.0%

国庫･都支出金 50,688 723 1.4% 52,701 2,013 4.0% 51,772 △ 929 △1.8% 53,787 2,015 3.9% 54,866 1,079 2.0%

特別区債 4,880 △ 1,500 △23.5% 6,000 1,120 23.0% 6,000 0 0.0% 11,200 5,200 86.7% 6,700 △ 4,500 △40.2%

繰入金 5,503 △ 3,894 △41.4% 4,000 △ 1,503 △27.3% 4,000 0 0.0% 3,400 △ 600 △15.0% 2,600 △ 800 △23.5%

その他 30,366 724 2.4% 32,042 1,676 5.5% 30,897 △ 1,145 △3.6% 33,682 2,785 9.0% 33,953 271 0.8%

歳入合計　（A） 242,329 △ 412 △0.2% 247,453 5,124 2.1% 245,379 △ 2,074 △0.8% 254,779 9,400 3.8% 250,829 △ 3,950 △1.6%

人件費 46,297 △ 995 △2.1% 45,948 △ 349 △0.8% 45,214 △ 734 △1.6% 45,881 667 1.5% 43,659 △ 2,222 △4.8%

行政運営費 168,217 1,189 0.7% 172,424 4,206 2.5% 171,349 △ 1,075 △0.6% 167,422 △ 3,927 △2.3% 169,936 2,514 1.5%

扶助費 60,506 1,848 3.2% 62,606 2,100 3.5% 64,406 1,800 2.9% 65,506 1,100 1.7% 66,606 1,100 1.7%

公債費 10,133 △ 1,188 △10.5% 12,995 2,862 28.2% 10,614 △ 2,381 △18.3% 6,783 △ 3,831 △36.1% 8,608 1,825 26.9%

他会計繰出金 22,899 792 3.6% 23,399 500 2.2% 23,899 500 2.1% 24,399 500 2.1% 24,899 500 2.0%

その他行政運営費 74,679 △ 262 △0.3% 73,424 △ 1,256 △1.7% 72,430 △ 994 △1.4% 70,734 △ 1,696 △2.3% 69,823 △ 911 △1.3%

投資的経費 27,815 △ 606 △2.1% 29,081 1,267 4.6% 28,816 △ 265 △0.9% 41,476 12,660 43.9% 37,234 △ 4,242 △10.2%

歳出合計　（B) 242,329 △ 412 △0.2% 247,453 5,124 2.1% 245,379 △ 2,074 △0.8% 254,779 9,400 3.8% 250,829 △ 3,950 △1.6%

0 0 0 0 0財政収支　（A-B)
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〔参考〕　世田谷区中期財政見通し　　※平成24年8月時点
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（単位：百万円）

予算額 増減額 増減率 予算額 増減額 増減率 予算額 増減額 増減率 予算額 増減額 増減率

特別区税 106,700 1,042 1.0% 107,785 1,085 1.0% 108,863 1,078 1.0% 109,951 1,088 1.0%

特別区交付金 41,700 0 0.0% 41,700 0 0.0% 41,700 0 0.0% 41,700 0 0.0%

国庫･都支出金 52,030 2,065 4.1% 52,719 689 1.3% 52,460 △ 259 △0.5% 52,126 △ 334 △0.6%

特別区債 6,000 △ 380 △6.0% 6,000 0 0.0% 6,000 0 0.0% 6,000 0 0.0%

繰入金 4,200 △ 5,197 △55.3% 3,100 △ 1,100 △26.2% 3,100 0 0.0% 2,200 △ 900 △29.0%

その他 32,526 2,885 9.7% 33,415 889 2.7% 31,522 △ 1,893 △5.7% 31,622 100 0.3%

歳入合計　（A） 243,156 415 0.2% 244,719 1,563 0.6% 243,645 △ 1,074 △0.4% 243,599 △ 46 △0.0%

人件費 46,043 △ 1,249 △2.6% 45,694 △ 349 △0.8% 44,961 △ 733 △1.6% 45,628 667 1.5%

行政運営費 166,248 △ 780 △0.5% 170,171 3,923 2.4% 170,048 △ 123 △0.1% 166,902 △ 3,146 △1.9%

扶助費 59,920 1,262 2.2% 61,976 2,056 3.4% 63,614 1,638 2.6% 64,614 1,000 1.6%

公債費 10,107 △ 1,214 △10.7% 12,969 2,862 28.3% 10,588 △ 2,381 △18.4% 6,756 △ 3,832 △36.2%

他会計繰出金 22,307 200 0.9% 22,507 200 0.9% 22,707 200 0.9% 22,907 200 0.9%

その他行政運営費 73,914 △ 1,028 △1.4% 72,719 △ 1,195 △1.6% 73,139 420 0.6% 72,625 △ 514 △0.7%

投資的経費 30,865 2,444 8.6% 28,854 △ 2,011 △6.5% 28,636 △ 218 △0.8% 31,069 2,433 8.5%

歳出合計　（B) 243,156 415 0.2% 244,719 1,563 0.6% 243,645 △ 1,074 △0.4% 243,599 △ 46 △0.0%
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《推計方法》 
 
 
１ 歳入の予測 

① 特別区税 

特別区民税は、国の経済見通し等を踏まえ、世田谷区の区民所得等の伸び

を、人口推計から納税義務者数の伸びを考慮して推計するとともに、税制改

正に伴う増減を見込みました。26 年度は、区民所得等の一定の増加を見込む

とともに、税制改革の影響等により増加を想定しました。27 年度以降につい

ては、消費税税率引上げによる景気動向が不透明なため、前年度と同額とし

ました。 

② 特別区交付金 

特別区交付金は、調整税である市町村民税法人分や固定資産税の動向、交

付金算定の基礎となる基準財政収入額・需要額の一定の試算に基づき、今後

の見込みを推計しています。26 年度以降については、調整税である市町村民

税法人分の税収動向が不透明なため、前年度と同額としました。 

③ 国・都支出金 

予定されている主な補助事業については、その事業費の見込みに応じ増減

を推計しています。 

④ 繰入金 

特定目的積立基金からの繰入れは、各種事業の計画等に基づいて繰入れを

行います。26 年度以降は、梅ヶ丘病院跡地整備に向けた財政需要増が見込ま

れる中で、基金残高を確保するために、繰入額を逓減させる設定としていま

す。 

⑤ 特別区債 

特別区債は、適債事業に対し、プライマリーバランスが黒字になる水準を

維持し、今後の起債残高が逓減する規模（26 年度以降、60 億円を上限）で充

当することを想定しています。28 年度以降は梅ヶ丘病院跡地整備に伴う起債

の増加を見込んでいます。 
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２ 歳出の予測 

① 人件費 

定員適正化等の推進による一定の定数減を見込むとともに、定年退職対象

者等の状況に応じて退職手当の増減を反映しました。さらに退職者数の増加

に伴う新陳代謝による減額を見込みました。 

② 扶助費・繰出金 

社会保障制度については、今後、制度改正が想定されますが、現行制度を

前提にこれまでの増加実績や、施設計画による保育、障害者施設等の増加に

伴う経費の増を踏まえ推計しました。生活保護法に基づく保護費、障害者自

立支援給付費、保育運営費などは一定の増加が続くことを想定しました。 
また、国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療の各特別会計へ

の繰出金については、これまでの増加実績等を踏まえ、一定の増加が続くこ

とを想定しました。 

③ 公債費 

既発行分の特別区債の償還に、新規発行分（平成 26 年度以降は毎年度 60
億円）の償還を加え、所要の元利償還見込額を推計しました。 

④ その他の行政経費 

行政経営改革を不断に取り組むことや、事業委託費や電算経費等をはじめ

とした内部的経費、公共施設の維持管理費経費等については、継続的な見直

しにより縮減を図ること前提に推計しています。 

⑤ 投資的経費 

都市基盤整備や老朽化した公共施設改築・改修に要する経費を中心に、現

行の事業計画等に基づいて推計しています。学校改築経費、公園用地取得費、

再開発補助金等は、事業計画により年度間の増減が生じる見込みですが、28
年度は梅ヶ丘病院跡地整備により大きく増加する見込みです。 

なお、26 年度が前年度と比較して増加していますが、これは国の 24 年度

補正予算に連動し、25 年度予定公共事業を 24 年度補正に前倒しした影響に

よるものです。 


